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減原子力シナリオにおいて考慮すべき事項{課題・問題点)

[原子力発電設備容量にかかる想定ケース1

① 運転期間 50年。 2030年以降維持(約35GWで維持)。

② 運転期間40年。 2030年以降維持(約 19GWで維持)。

②'運転期間40年。新増設・リプレースなし

[考慮すべき事項]

(1)電源設備容量の扱い

(2)六ゲ所再処理工場の扱いおよび関連影響(使用済燃料貯蔵等)

(3)第二再処理工場、 FBRの扱い

[課題・問題点等]

(1)電源設備容量の扱い

[供給力確保にかかる課題]・運転期間40年の場合、一部の電力においては、早期に原子力設備容量の減少が

始まる。本対応のためには、当面、老朽火力の再稼働・火力電源の新設等により

安定供給を確保する必要あり。しかしながら、火力電源の新設には、 10年程度の

りードタイムが必要で、あり、供給カに支障がでる可能性あり。(ケース②、②，) 

(短期的課題)・再生可能エネルギーによる供給力確保の可否(供給信頼性の確保の可否)。

(定量的評価の可能性については検討中。場合によっては定性的に提示)

[経済性にかかる課題]・運転期間40年運転に伴う新規火力電源建設による設備投資額の増加、および、

新規投資にかかる資本費の回収に伴う費用の増加。(短期的課題)

(例)償却の進んだ既設原子力発電所を継続利用する場合と火力電源、を建設した

場合の差分を 50年運転(ケース①)と 40年運転(ケース②)で比較。・化石燃料の代替に伴うコスト影響(燃料価格上昇リスクを含む)。・化石燃料利用増加に伴う C02排出量の増加(コスト影響含む)。

[原子力技術維持にかかる課題]・新規原子力発電所がなくなる(ケース②，)場合の原子力技術の維持(メ}カー技

術カの維持、および、原子力技術者および原子力関連工場の維持の可否)。

[地元経済への影響]・原子力発電所停止に伴う地元雇用・地元経済への影響

(例)原子力立地地点毎の過去の雇用実績等を提示。
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(2)六ヶ所再処理工場の扱いおよび関連影響
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図1.主なフロー (年間の数値は、定格処理最を示す)

仏)2030年で一定比率維持{ケース①、②)&リサイクル路線維持{第二再処!理工場あり}

[リサイクル路線の維持]・再処理路線が直接処分路線より高いなかでの継続の意義の説明が必要

[使用済燃料貯蔵の必要性]・短期的には、六ヶ所再処理工場竣工遅れにより早期使用済燃料貯蔵対策の必要性

は向上。・リサイクル路線継続が前提となることから、「むつj への影響は回避可能。(短期

的課題)

[p u利用]

C) 

・海外puの早期利用、および、六ヶ所再処理工場の本格運転開始に伴い、 puサ ( にj
--V/レの早期再開に向けた対応が必要。(短期的課題)

(E扮2030年で一定比率維持(ケース①、@)&六ヶ所再処謹以降は将来選択

[リサイクノレ路線の維持]・六ヶ所再処理以降の選択に対する検討継続が必要。(再処理技術維持&直接処分に

かかる技術開発)

[使用済燃料貯蔵の必要性]・早期使用済燃料貯蔵対策の必要性は向上。(仇}と同様)・使用済燃料は資源ではなく廃棄物となる可能性があることから使用済燃料貯蔵対策

にかかる立地地点の理解は現状以上に困難となる可能性あり。 (rむつJ建設中止リ

スクは高まる。) (短期的課題)

[p u利用]

• puサーマルの早期再開に向けた対応が必要。(仏)と同様) (短期的課題)
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(C)原子力発電所新増設・リプレースなし(ケース②1') &六ヶ所再処理工場停止

[六ヶ所事業全体への影響] (短期的課題)

・ 使用済燃料の発電所への返送要求(返送要求がなくても、 2017年頃に貯蔵逼

迫により、運転停止の可能性大) (I) 

・ 海外からの返還廃棄物貯蔵拒否

・発電所廃棄物埋設拒否

・ 六ヶ所再処理工場等既投資額の回収策の検討が必要

・ 既に発生している再処理工場からの廃棄物(低レベル廃棄物)の処理施設新設は

~調。
・ 既に発生している PU・回収Uの処分方策の検討要(技術開発含む)。

議考1) <青森県と日本原燃の覚書>

「再処理事業が実施困難になった場合には、日本原燃は、使用済燃料の施設外

への搬出を含め、速やかに必要かっ適切な措置を講ずるJ

(参考2) <返還廃棄物関連>

・日仏・日英聞で廃棄物は日本に返還する旨の口上書を交換

・仏英事業者の返還について日本政府は「返還を容易にする全ての必要な行

政上あるいはその他の措置を講ずることJを保証

[使用済燃料貯蔵の必要性] (短期的課題)

・ 使用済燃料は「廃棄物Jとなることから、原子力発電所立地自治体によっては、

早期の搬出を求められる可能性大。

・ 同様の理由により、中間貯蔵施設の立地もより困難になる可能性大

(HLWと同様、搬出の確約を文書で求められる可能性あり)

{d)原子力発電所新増設・リプレースなし(ケース②')&六ヶ所再処理工場運転継続

[六ヶ所事業全体への影響]

・ 六ヶ所事業への影響は不透明。「むつj の連設中止の可能性は大(短期的課題)

・ 六ヶ所再処理工場で再処趨数量 (3. 2万 tU)は確保可能。

(六ヶ所再処理対象使用済燃料発生完了時期 :2030年頃)

[使用済燃料貯蔵の必要性]

・ 中間貯蔵対象使用済燃料発生時期遅れにより、至近の使用済燃料貯蔵の必要性は

一見低下(1)。しかしながら、個別プラントによっては、早期の貯蔵対策が必要

となる可能性あり(短期的課題)

〔停止プラントの使用酬を優先的問所再処理工場に搬送するl
ことを前提とした場合 l 

・ 六ヶ所再処理対象外の使用済燃料は、 (C)と同様の理由により貯蔵(サイト内貯

蔵・中間貯蔵)の立地が困難となる可能性あり。

[P u利用]

・ 再処理工場操業に伴い発生する Pu (年開発生量:約4.4tPuf)は再処理

工場操業完了 (2054年末)まで発生するが、 MOX燃料として利用可能な原

子炉は2050年頃になくなる。



(3)第二再処理・ FBRにかかる課題(長期的課題)

(ケース①、②)・必要性は現状と変わらないと考えられるが、原子力が増加しないシナリオにおけ

る必要時期の説明要(JAEAの試算によると、世界的原子力需要の伸びを考慮

すると必要時期に変わりはないとの説明)

(ケース②‘)・再処理技術・ FBR技術の放棄による影響。

+再処理技術、 FBR技術の維持は不可能

+ 日米原子力協定(実施取極)で保証されている、再処理やPU利用への米国

による包括同意を将来的に再度得ることは、極めて困難
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原子力発電設備に係るシナリオ聞の経済性評価
一--""，.'

1.減原子力に伴う供給力確保は、建設のリードタイムが確保できない可能
性もあるが、火力発電所 (LNG)新設により試算。

2.考慮する費用項目は、①資本費(減価償却費等)※へ②運転維持費(修
繕費等)制、③燃料費畑、@外部コスト(事故コスト※C、政策経費紅、

CO2対策経費紙)、⑤緊急安全対策※Do 2012~2051年の40年間で評価。
A) 新設電源に係る費用(①、②)は、コスト等検証委員会のモデルプラントの緒元(建設

単価、経費率等)を使用。既設原子力発電所に係る費用(①、②)は、償却が進んだ実
勢をベースとするため、有価証券報告書を用いて積み上げ。一般管理費は、各電源毎
の損益計算審よの発電費用(直接費)のウエイト、財務費用については各電源毎の貸
借対照表上の資産簿価のウエイトにより配賦:H16コスト小委と同じ考え方)を考慮。

B) 原子燃料費は、技術検討等小委(10/25)で示された値を使用

c)第6回コスト等検証委員会(12/6)で示された値を使用

D) 2030年以降に建設する原子力プラントは、単価低減が見込まれること、安全対策を
ビルトインすることを勘案し、第4回コスト等検証委員会(11/14)のモデルプラント建
設単価を使用(緊急安全対策費を上乗せしない)

3.割引率 (0、1、3、5%)、利用率 (10、50、60、70、80%)は、コス

ト等検証委員会の緒元で試算。但し、利用率は、ベース電源であること
から、 10、50%の試算は対象外とした。

サイクルオプションシナリオ案

中長期的課題 i超長期的課題
50GW トマζ ぷじγ一一一一一一一ー-FFee--i一一一一一一一一一一一一一+現状維持

;一 一一一~ Case1 
-守 Case2

Case2' 

2011年 2030年

①Case1 ;運転年数50年。 2030年以降は、 35GW維持。

②Case2 ;運転年数40年。 2030年以降は、 19GW維持。

③Case2' ;運転年数40年。 2049年に fOJ

(現状維持は、運転年数60年)



試算結果(ドラフト)

試算結果は、データチェック中のため、ドラフト。

(設備利用率80%、割引率:3%)

内部コスト(資本費、運転維持費、燃料費、緊急安全対策を考慮)
l!用{揖円)(H24換掠} ~吐屯カ量(~~kWh) (H24換算〉 均等晶首席価

既股昭子力分 新il!聞子力分 新民火力卦 合!1 阪臨席子力卦 新銀周子力卦 ln股火力分 合計 {円/kWh)

現状維持 39.2 6.0 0.0 45.2 6.8 0.7 。。 7.5 6.0 

Casel 32.9 7.9 9.0 49.8 5.6 1.0 0.9 7.5 6.7 

Case2 23.7 5.9 27.1 56.7 3.9 0.8 2.8 7.4 7.6 

Case2' 23.7 。。 35.2 58.9 3.9 O.日 3.5 7.4 7.9 

外部コスト(事故コスト、政策経費、 C02対策経費を考麗)

IVs(兆円)(H241量拝} 5ti1t唱力Jil(兆kV.11) (H剖換耳]
均等(円毘/1kEV品原}価

慌民原子力分 新股原子力分 新設火力分 合計 P~佐原子力分 IfI股原子力分 新設点力分 合計

現状維持 10目9 1.1 。。 12.1 6.8 0.7 。。 7.5 1.6 

casel 9.0 1.6 1.7 12.3 5.6 1.0 0.9 7.5 1.7 

Case2 6.3 1.2 4.8 12.4 3.9 0.8 2.8 7.4 1.7 

Case2' 6.3 0.0 6.4 12.7 3.9 0.0 3.5 7.4 1.7 

〉現状維持では、既設原子力発電の減価償却が進んでいることがコスト
に反映され、外部コストを含め、 7.6円jkWh

〉減原子力(Case1、Case2、Case2')で、現状維持との差分を新設LNGで
補うとした場合、それぞれ0.7円jkWh，1.7円jkWh，2.1円jkWh上昇。

発電原価のまとめ
(円、J .， .、""1

原子力 火力 合計
2030 2051 小E十 203日 2051 小計 2030 2051 合計

現状維持 7.1 8.1 7.6 7.1 8.1 7.6 

Casel 7.0 7.4 7.8 12.4 11.8 12.1 8.3 8.4 8.3 

Case2 7.0 6.8 7.9 11.7 11.8 11.6 9.7 9.7 且3

Case2
1 7.0 7.7 11.7 11.9 11.8 9.7 11.9 9.7 

() 

C) 



〉電源の更新により、費用が増加するが、 LNGの発電原価が原子
力より高いため、 LNGを多く入れるケースがより増加傾向

ケース2' >ケース2>ケース1>現状維持
書ケースの経費jtt!t[現在価値換算前] ーーヲケース{叩年副.?.JJ!.~組，;)

(政措経費、事故コスI--.C02封括経世相] ロ;コ44ぷZ:年123府組思
ニケース2・ {40'~遺伝){諮問3
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石炭火力、 LNG火力、石油火力、一般水力及び

コージェネレーションシステムの全諸元について
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l>担レート 3ドル=回.74円(2010年l量平均}

割引'"

モデルプラントIR憎(出:IJ)

間売のペース

!'l!信利用'¥1

“羽狩噛

理
由

姐眠質

問忠実直祉事

水利府j川糾

人伶!I

zm
転
胞
俗
間

1m!! 

~r. n 

烹踊分担問{ー純符i盟賢}

O. 1，3.59色

75万kW 135万kVl 40万kW 1.2万kW

直近7年間にItlめした晶電所のデータ. 匹近7年聞に松倒的した発電所のデ 1987年以降!こ置転開曲した発電 直近7年聞に碑慨した発電所の

関連本案者へのインタビュー タ.間連事業者へのインタピユ田 所のデータ(19四年制ll'時と間 デー夕、関連事集者へのわ9ピr
-).関連事業者へ由インタt'J.-

0田%

070% 
060拍
O印軸

010% 
〈多考1ft組〉
傘2田4年コスト等検討小畳伺会の民

鯨 BO%.70帖
ゆ 2田9年/l~!.免72.3%

040年
Qao年
<i>"5'1ftIR>' 
2004年コスト噂検肘小軍閥会のM耳
時最件 40年、悶~F

四万円IkW

，. 4~。

4. I¥@円/年

1.5%/年<1貧世11における比中)

1.5拍/年11電段"における比1¥')

080% 。70%

060% 
050% 
010% 
<t場情報〉

・2田‘年コストミ軍役割d、受同会のH
'厚:80%.70%，60%
*2009年眉!i!!ft，52. "色

040年

0'0年
〈番多場!ftIR>
2004年コスト等倹肘1)、畳員会のMlJ
同条件 40年、 15年

12万円IkW

1.4号⑤

7，3{!円/年

2%/年(いl左)

0.9%/年(同左〉

14，0時/年(げil農聞における比市 14.6%/年(同友}

初年度悩措
(20同年/1平均価絡1

健制使上昇ftl

儲
科 懲約発撚量(HHV)
賀

際劫1¥1(HHV) 

所内事

忠利臨終狩

20 控術革新・量産効m
20 
年

JO 

i 燃酬'判411

宜

E CO附 ftll上F仲
田

倫喝

113引1/， ωρ()4$iIAJ) 

(ー陪際日本週間C評価絡)

./臥現行政餓シナリオ

・I砧衛政織シナリオ

25. 70MJ/kg-

42% 

6. 2ち色

1700円It!o Oð~ 何IMJ)

o!を電助事の上野
・2010会事 相、
・2020年相、
・20:l0fJ!. 48、
.IEA 現行政JIIνナリオ
'IEA t持政餓シナリオ

'IEA EU現行政鰻シナリオ

・IEA EUi持政照シナリオ

58'1.:17 $/t (0.01け MJI
(しNG日本通問CIF錨絡)

'IEA現日陰線シナリオ
・IEA新政際シナリ庁

54. 60MJ/kg 

51% 

2.0% 

目。。円fl:0.040 PJ.'MJl 

O!!電動車のよ昇
・2010年刻、
・2020年57¥
・2030年 57、

080% 
070% 
060% 
050% 
OI09-t 
〈多場!ftIU>
廊 2004年コスト等倹討小器偽金の
民算時最件印同 70叫， 30%
梅田09年度E制置。11明色

040年

0'0年
〈多帯情lll>
2004年コスト格検討小書飼会の
E式首時の条件:40年、 15~f

045% 

〈著書考情報〉
.，田4年コストミ事後肘小童委t司
会由民拝:459&

() 
060年
040年
<i>有情相〉
印刷年コスト~!先制小歪伺会民JJ
時後件 40年

19万円ノkW 田万円IkW

1.4% 

2. 1惚円/年

1.7%/年【同左}

1. 29色/年{同左}

10.7%/年(同左}

1. 49‘ 
9.974":00円/年

(i可JIIi去施行令ffi'a!';'~ーに定める
踊}

O. z{@円/年

0.5%/年{同左}

O. 29市/年〈同左)

14.3叫/年{同左)

84. 16 $/出Ii叩13~/MJ) 

(原油日本週間CIF由倫}

'1砧現行政策シナリオ
・1臥新政鰍シナリオ

41.2MJ/I 

391J.も

4.5宅色

回目円11<.1(0.201伺ItAJ)

'IEA 01行政機シナリ渇 ・1臥現行政鰍シナリオ
・IEA銃殺簸シナリオ ・1臥衛政簸シナリオ

-院A 印現行政鰻シナリオ ・1臥 EU~現行取鍍シナリオ
・IEA EUi持政煎シナリオ ・!砧 EU鮪夏実績シナリオ

O 

O. ~I% 

、
/
¥

[Z>f，1 レート]刊~J!;:にわたっ C不変と慌m. 燃斜賓とC02対策買聞の匝JJI>\に使用.
【削引車]将来の金銭的価値を現在の惰凶に割り引((険Wする】問の割合を1110あたりの制合で示したも叩.制引111が高い1M合.燃料貨の比'¥1が高い電
組付司祭先生甘るコストの嗣合が多い'軍部，一般的には.火力 >r:市子力〉水力}ほど、 1見荘!~悩とじての1I:1II111/~1ま小さくおる.
【石出火力、 LNG火力‘石油火1Jl
0，，"デルプラントについては、 1サイトに機敵"が舟股されている1M合を吟11し.共通r，q!骨折!:'}t同化する得回補正を実施{リ:プレイスの1M合も合まれるL
I人件!ll人例代には、柏判手当や厚生11、;[(W，給与金〈よどが合まれる
[lfil&lll人件目、惨禍11.!d闘の合!I



I .-同一…リドト-堅佐世二ユー一生量ι -
1ドル=85.74円(2010年1Jf.平均)..鈎レート

0.1‘3.5ct色割引率

lkW lSOGkW 6500kW モデルプラントm慣{出力】

ヱネファーム摘助金のデー夕、過去の書陸軍療の

報告.等から鼠算

O帽%050" 

関連軍象者へのインタピュー

0曲.. 010 .. 

〈・'"情恒〉
・イシlt'，-..省の費制平崎:38%

O回H

置近5年間に理暗開始した世備のデ-?関連$

象者へ由イシ~t';l.-

。却%080% 070拍
〈香参考情報〉

掌イシタビュー事案省の聾IA'I'均:68.4'.

。回刊

郎元のペース

睦働争'1m"，

010年
06年{法定耐周年敏}

030年
015年(法定酎周年敏}

030年
015年(法定嗣周年数}

1章掛年世

町四万円IkWI工事費込み.繍助金対象簡の平均
300万円IkW(J:.買込み.阪控価抽ペース】施、ら

世来型ガス絡調園の商売価績を/101陣}

悶万円IkIY
~1.9倒円

l'万円IkW
~7. B{!円

1I睦貧

策
本
R 

{針ょせず)1.4% 1.41l色固定置産相取

{修帽置に含む}(修措聞に古む](修捕買に含む}人件買

/ 
¥ 7.-45万円IkW・年 (3.5帖/写{麹陸奥における比

四解II
0.79万円IkW・iJ!:(6J '6/年(埠阻買における比

四~II
0，96万円IkYl・写 (8"/年(....における比'!I))修繍健』

h
純
情

m
R {修掴111=含む1{修繍買に古む}(修措置に含むJldR 

1I十上せず} {計上せず)(計上せず)期務分mlt(-般1tJlR)

584.37 $/t IOOI1I'JJJ) 
【LNG日本通MCIF価格)

B4，16 $/bbl !Om I'I.tJI 
(原油国本通関CIFfl!i!剖

584.37 $/t (oolllfMJ) 
【LNG8本週間C)F価絡〉

初年度価措

(20¥0年度平均価絡}

'IEA現行政鰻シナリオ
'1臼続放鰻シナリオ

'IEA現行政鮪ンナリオ
'IEA軒政鱒シナリオ

'1由理行政策νナリオ
'1日'開放娘シナリオ

t銀斜質上昇I~

S".6MJ/kC 45.5MJ/kl 54.6MJ/kl 総軒先陣量制HV)
給
料
提

9号電助問匹目96.1M回収効期目'1%先電朗1f':32.n6.鮎回収帥*:22.7%先11劫qI:27.2%、"。回収劫T1l:・2.7%問効Jf~{HHV)

採石油火力と同じ ※LNG火力と同じ

01画lßI~下(J:・賢岳含ま必いメーカm出荷価倫}
現杭(2010年時点);226万円fkW
ー・2020年明・70万円IkW
.....2030年明白40万円IkW

OU:・年徴的鳩加

現抗(2010年附点1:10年
-2020年明。 15'手
-2030年頃:15年

O修繍置の低下

111抗 (2010年時点1:7.45万円IkW
-2020年咽:0.40万円IkW
-2030年頃・023万円IkW

O鼻竃効率向上

田技(2010年時点1:拍331)6
-2020年明・37.. 

-2030年咽・43'‘

{計上せず}'" 
3.21!色用岡市

出LNG火力と同じ

臨附2肘'n.量産効期 Oj!>I!劫1併向よ

*ガスエンジン 45%(20四年目)

*ガfスタービン:J3'16{2020年}・".“20305F)

燃料阿倍買

{筒20
倫20

宮司
量30

年
四の

理行政鱒シナリ才
衛政鱒シナリオ

EU現行政鰻シナリオ
臥』続放東シナリ才

0(#)がついているものは.需裏側に睦置するもの.

[l各省レートJm経にわたって不置と1Ii)l.傑斜賓とC02錦繍RmのIitRMI:使m.
[割引I~l明議白金11的個仰を現在の価値に割り引((検'草する}肺の割合を1年あたり白骨l合で示しt:もの.割引"'JlI高いi割合‘l\!判置の比取が高い'町議
f将来毘隼するコストが多い電源.一般的には.火力〉原子力〉水カ)Jまど、現在儲岨とLての発電1111恒I;TJ、さ〈主よる.
[ガスコージェネレーション1
0ガスターë:，..(発電端効"'，九日1l 1. ガスヱンジン(発電II拍車4仇!~1J1. 1の2方式の平淘的な叡舗を出用
0舟電コストとして.他の電置と合わせるために.胆料聞については.ガスの販古田舗ではなιCI円~!絡を院m
O制高'1周師分を動指し.宛積コストのほか.削1'1用を』予備する必聖書あり網
[石油コ-~:t*レーション】
0舟電コストとして.他の電器と合わせるために‘給料"については、 CIFf35絡を時間
O同判m師分を勘案し、先制置ヨストのほか.賄事'1m苦肝価する必盟品仇
【出制11，也1
0削mn師分を帥議し、11.電ヨストのほか.期判111を肝価する必里あり.

0今挫の推1丹市開や量産抽出により.Im狩‘修繍1'"の個格低下や必需劫:r.向上が坦捻に汲む可能性があり.将来見通しが111凝.

')EA 
・IEA

.)EA 

・lEA

備考

'IEA 
olEA 

.IEA 
・lEA

E現行政懐ンナリオ
筋政策シナリオ

EUIII行政篠シナリオ
EU断取錬シナリオ

現行政111シナリオ
断政慨シナリオ

EU現行政鍍シナリオ
EU麟政策シナリオ

'IEA 
・IEA

'1臥
・lEA

燃料賢よ昇率

002封簸買上昇1事



原子力発電の全諸元及び諸元データの参考情報 | 資料2 I 
醐麟麟麟 網越鱗騨轍鶴雄臨機錨騨離輸騨 醐

一 一一一一一一一 …一一一一一

直近7年""に稼働した発電所tサンプルプラント、 4基)のデ一台、 I~I迎車謀者へ由インタビューー

サンプルプラント由出力の平均値

。、 1、3、5写色

筒元のベース

割引率

比較のために複数条件苦設定

120万kW

080回
070軸
060目
。印判

010同
〈司会場情報〉

ホ2004年コスト等検肘小書貝会のllti'f.:85!o，曲、 70も
ホ四四年度実相:65乃

モデルプラント規模(出

力)

段備利用車

閣内で鼠初に運転を11日始した軽水炉で晶る敦賀1号機は1970年に運転削l始、
これまでに41年が経過。現時点でこれより畏い国内実績は無いた曲、こ己て

は他の醐との比較の観点も踏まえつつ、年腕股定 CJ
040年
030年
く害者情報〉

* 2004&Fコスト等検討小委員会白紙割碕粂件 40年、 16年

I寄働年数

一 一 一一一
35万円/kW 糊飯田'll'!蛾用.モデJレプラント!こついては.Iサイトlニ複数仰が漣股されて

いる場合を考慮し、共通段備を平均池する等由補正を実施{リプレイス由1M
古も古まれるI.m日本大震災を踏まえた追加的安全対策費用は古まれて
いない.

迎股費

点
活
費

1.4号色

サンプJレプラントにおける原子力発地施!lt解体引当金総見l~W自由 lkW当た
りの平均値にモデルプラント出力を県じたも田.

23. 71s円/年 先祖プラント司王u;;に聾する人件鈍.給料手当や厚生質、退職給与宣など
が古まれる。ザシプJレプラント白平均航。

680!g円

固定資産税率

民炉処理問用

人件費

発mに聾する殴怖を通1~;由利用魚件を維持するための点検.修理費用を一
定の1制軌年散をjffiじた平均仰として計上。サンプルプラント田平均値.

2，2%/年{辿!mに白ける比'f'li~!m 運
転
維
持
費

良県物処坦班、消耗品質.niß料、蚤託l~.m宙保険料、¥iI.給、雑税など.
サンプルプラント田平均i由。

1.8拍/年UJ!注目における比率)結lf

持へい
J

m
担

本
分
一

周
目
一

耶
免

凱
肱

13.4帖/年{直接持における比串)

拡燃料サイクルコ 縄問3でl世論
スト(フロントエン
ド十パッヲヱンド)

車務分担問

(一般菅沼m

所内吊

E
d守里

M
A
2吋

f

(苦参考)官民共同で2030年を目指に1)11発を迫めている次世代軽水炉でI士、
免震技術等による安全性の向上をはかりつつ、モジューJレ化時によるl~股
工期田短縮等の合理化が見込まれる.

4.0% 

技術革新.111産効

果

四
却
年
、
却
年
四
価

絡
変
動
臨
因

』世間4で胤泊事故リスウへの対応コスト

一 一追加的安全対箆質問

[鳥羽レート]将来にわたって平置と仮定，燃料費白紙押時!こ使用.
[割引率]将来由金銭的価値を現在の価値に割り引く(挽揮する)時田割合を1年あたザ田制音で示したもの.制害i串が高い塙音、燃料開の比串が高
いm源{将来発生するコストが多い司t淵.一般的には、火力〉原子力>*力)ぽど、l)!議価仰としての発lIlJ[!価1;1:小さ〈なる.
f目立筏m人件n‘時制!!‘ !b聞の古It

l縄問5でl韓i畠

!1I阻Sでl世抽原子力防災

悦考



①四?安定供給性、経済性、環境適合性からの検討 とヰ亘
地球環境産業技術研究機構(RITE)が実施した、中長期の電源構成、発電電力量比率の予想と、そ
の経済評価を参考とした。

0評価方法

原子力発電の見通しの違いによって、中長期におけるエネルギー・電源のポートフォリオにどのよう
な違いが生じるのかを、以下の観点で、定量的かつ総合的な分析を実施。

・エネルギーシステム総合コスト、電力価格、発電用化石燃料輸入額、エネルギーセキュリティ

二酸化炭素削減限界費用、 GDP、エネルギー多消費産業付加価値観、可処分所得

失業率エネルギーセキュリティ、 C02排出量

0評価モデル

〆DNE21+:詳細なエネルギー供給・利用技術の評価が可能な世界エネルギーモデル

( v"DEARS 産業・経済とエネルギーとの総合的な評価が可能な世界エネルギー経済モデル

①之シナリオの設定条件

原子力の発電 想定するシナリオ

電力量比率

50%相当 原子力:エネルギー基本計画どおり

(エネルギ一基本

計画どおり)

30%相当 -原子力の設備容量は現状規模 (4615万kW)を維持

(現状規模) -稼働年数50年、稼働率80目

20%相当 -原子力の設備容量は現状の20首相当 (3077万kW)
-稼働年数50年、稼働率80弘

10%相当 -原子力の設備容量は現状の10首相当 (1538万kW)
-稼働年数40年、稼働率70目

O号色 -再稼働なし

日



巴原子力発電電力量の想定①同3

6000 

エネルギー基本計画

約30%相当
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巴

2050 2040 2030 

発電電力量の構成

0事由

2020 2010 2000 

A. 
①
 

O 

1990 

し)

2030年に、二酸化炭素20%減を想定した場合の各電源別の発電電力量

・太陽光
ーロ風力

田原子力

国水力・i也告t!
t・バイオマス
・ガス(LNG)

圃石油

ロ石炭
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2000 

(
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工
〉
〉
v一段})

O早右10%相当
(11.3%) 

20%相当
(20.8事色)

30%相当
(27.1%) 

エネ基エネ基

(C02制約無し)

。



①-5分析結果(各種指標の評価)

原子力発電電 エネルギーシステム 電力価椛 化石燃料輸 工ヰルギーセキュリ
C120用2限($界ItC削O減J 力髭 ，~iコλト(billion ($/MWh)学 入額(billion 子イ*

US$/yr)* US$/yr)* 

エネルギー基

本計画どおり

(C02晴1)約無

し)

エネルギー基

本計画どおり +10.4 +69 -3.7 
+2.61~ 

147 
(0.89兆円/年) (6何/kWh) (-3200億円) (1.3万円)

30山相当
+32.0 +93 +13.0 

+12.7% 
182 

(2.7兆円/年) (8円IkWh) (1.1兆円/年) (1.6万円)

20!~相当
+35.7 +106 +18.0 

+10.1~~ 
211 

(3.1兆円/年} (9円IkWh) (1.5兆円/年} (1.8万円)

10九担当
+50.8 +141 +24.0 303 

(4.4~~円/年) (12円IkWh) (2.1兆円/年)
+9.2Iv 

(2.6万円)

。%
+80.7 +158 +29.0 

+21.4・，
465 

(6.9兆円/年) (14円IkWh) (2.5兆円/年) (4.0万円)

L一一一一一一

-原干力がエネルギー基本計画通りで、 C02排出抑制をしないと想定した羽合との義

;主)円ドル換算 1US$=85.74円(2010年度平均)を用いている。

LZ 
GDP変化* 失業率変化*

-3.4% +1.2% 

ー7.4 ~í +2.8目

-8.9~~ +3.4・.

-1 1.5!~ +4.4 1~ 

【 13.8~:i +5.4目

①-6 分析結果(各種指標のエネ基との相対値) 円
1.7 

ふエヰルキ・ーシλ手ム総コストi世分[兆円/年] I 
-電力価格上昇[円IkWh]

ロ発活用化石燃料輸入額i曽分[兆円/年]
() 

Oエキルキ・ーセキュリテイ(石油、ガス輸入の脆弱度)['.]

4C02限界削減抗周[万円/tC02] 円 • 
0.7 I 

XGDP変化[九]

ー
-失業率変化eg] s • -

0.2 I 2 • 
目D

ー0.3
O 

X 

0.8 X 

ー1.3

309も相当 20%相当 10%相当 0% 

原子力発電比率



①-7まとめ 同

./C02排出量を、 2030年lこ20%に削減する場合、原子力発電の動向によって、各

種指標がかなり大きく異なる傾向にある。

./原子力発電が、現行エネルギー基本計画通りのケースでは、比較的小さな範函で

収まっている指標もあるが、例えば、 2030年に原子力発電比率が総発電電力量の2

0%未満となる場合は.現行エネルギー基本計間通りのケースに比べて、年間のエネ

ルギーシステム総コストの増分lま3兆円を超えることとなる。

〆その高いコストによって消費効用が低下することになり、 GDPロスは9%程度、そし

て産業の縮小により、失業率も、 3%程度増大するo

Jまた、 C02の限界削減費用も $200/C02程度と推計される

〆少なくとも、原子力発電比率が20%未満となる場合は、この排出削減目標の実現も

事実上不可能と克られる。

Jまた、原子力発電比率が10%程度下がる毎!こ、失業率はおおよそ1%程度ずつ上 C) 
昇すると推計される.

①(参考) 運転期間の違いによる影響(燃料単価差の評価)巴

運転期間 40年

2012年~2071 年の発電電力量 約81千億kWh

(2012年~2029年) (約35千億kWh)

発電電力量
約78千億kWh

(約13千億kWh)
原子力維持※

約120兆円
との差 代替コスト

(約18兆円)

※2011年度設 C02発生量
約39億t

備容量を維持 (約61意t)

約11.6兆円
C02対策コスト

(約1.2兆円)

[試算条件1
・1まi効率:65.7%
・代替コスト=発電'電力量の差 x(火力燃料~.~(A円/kWh) ー原子力変動資 (1 円/kWh))
E 火力燃料貸(A円/kWh):12. 5何/kWh (2012年-)ヱネ・環会議

50年

約130千億kWh

(約46千億kWh)

約29千億kWh

(約2千億kWh)

約45兆円

(約3兆円)

約141意t

(約1億t)

約4.5兆円
(約O.3兆円)

15.5円/kWh (2020年-)2012年単価!こWE02011の2020年との上昇率を加味
16.7向/1<Wh (2030年-)2012年単価I二WE02011の2030年との上昇率を加味

: LNG:石油=0.7:0.3で按分
・平均火力C02排出原単位:0.4955kg-CO，lkWh (石油・0.709kg-CO，lkWh、LNG:0.404kg-CO，/kWh) 
-想定排出権取引価格:1000円It-CO(2012年)、 2400円It-CO(2020年)、 3200円/←CO(2030年入 1ド80円
[参考]

・わが国の年間CO，排出訟はが~12俄t

O 




